




  

○添付資料の目次 

  

１．当四半期決算に関する定性的情報 …………………………………………………………………………………  2  

（１）経営成績に関する説明 …………………………………………………………………………………………  2  

（２）財政状態に関する説明 …………………………………………………………………………………………  3  

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 ……………………………………………………………  3  

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 …………………………………………………………………………  3  

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 ……………………………………………………  3  

３．四半期連結財務諸表 …………………………………………………………………………………………………  4  

（１）四半期連結貸借対照表 …………………………………………………………………………………………  4  

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 ……………………………………………………  6  

四半期連結損益計算書 …………………………………………………………………………………………  6  

四半期連結包括利益計算書 ……………………………………………………………………………………  7  

（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 ………………………………………………………………………  8  

（継続企業の前提に関する注記） ………………………………………………………………………………  8  

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） ………………………………………………………  8  

（セグメント情報等） ……………………………………………………………………………………………  8  

東京急行電鉄㈱ (9005) 平成28年３月期 第１四半期決算短信

- 1 -



１．当四半期決算に関する定性的情報 
（１）経営成績に関する説明 

当社（連結子会社を含む）は、将来の大きな飛躍に向け、財務健全性を確保しつつ、既存事業・プロジェクト

の強化、当社の強みを生かすことのできる新規領域への積極的進出や成長領域への重点投資を実施し、収益性、

効率性双方の向上の実現を目指した、当連結会計年度を初年度とする中期３か年経営計画「ＳＴＥＰ ＴＯ ＴＨ

Ｅ ＮＥＸＴ ＳＴＡＧＥ」を推進しております。 

当第１四半期連結累計期間の営業収益は、二子玉川ライズ２期の開業効果により、交通事業や不動産賃貸業が

好調に推移したものの、不動産販売業における、前年度の大型集合住宅（マンション）販売や土地販売の反動減

などにより、2,566億２千１百万円（前年同期比1.0％減）、交通事業において経費の減少などがあったものの、

不動産賃貸業における二子玉川ライズ２期の開業に伴う経費の増加などにより、営業利益は、203億８千８百万円

（同1.7％減）となりました。経常利益は、持分法による投資利益が増加したことなどにより、196億３千１百万

円（同1.3％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は、法人税等の減少などにより、166億７千４百万円（同

35.8％増）となりました。 

セグメントの業績は以下のとおりであり、各セグメントの営業収益は、セグメント間の内部営業収益又は振替

高を含んで記載しております。なお、各セグメントの営業利益をセグメント利益としております。 

また、当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同期比較について

は、前年同期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。 

①  交通事業 

交通事業では、当社の鉄軌道業において、当第１四半期連結累計期間における輸送人員は、消費税増税に伴

う先買い反動減の影響がなくなったことや、二子玉川ライズ２期の開業効果などにより、定期で3.2％増加、定

期外で4.8％増加し、全体でも3.8％の増加となりました。 

この結果、営業収益は489億６百万円（同2.5％増）、当社の鉄軌道業における、経費の減少などもあり、営

業利益は96億４千８百万円（同26.5％増）となりました。 

（当社の鉄軌道業の営業成績） 

  

②  不動産事業 

不動産事業では、当社の不動産賃貸業において、二子玉川ライズ２期の開業に伴う賃貸収入の増加があった

ものの、当社の不動産販売業における、前年度の大型集合住宅（マンション）販売や土地販売の反動減などに

より、営業収益は401億５千９百万円（同13.0％減）、営業利益は56億７千１百万円（同35.8％減）となりまし

た。 

 

種別 単位 
前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間 

26．４．１～26．６．30 27．４．1～27．６．30 

営業日数 日 91 91 

営業キロ程 キロ 104.9 104.9 

客車走行キロ 千キロ 36,013 36,779 

輸送人員 

定期外 千人 110,912 116,238 

定期 千人 172,366 177,935 

計 千人 283,278 294,173 

旅客運輸収入 

定期外 百万円 18,202 19,041 

定期 百万円 15,280 15,786 

計 百万円 33,482 34,827 

運輸雑収 百万円 4,342 3,294 

収入合計 百万円 37,824 38,121 

一日平均旅客運輸収入 百万円 368 383 

乗車効率 ％ 52.3 53.0 
 

  （注）  乗車効率の算出方法 乗車効率 ＝ 
輸送人員 

× 
平均乗車キロ 

×  100 
客車走行キロ 平均定員 
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③  生活サービス事業 

生活サービス事業では、百貨店業の㈱東急百貨店において、消費税増税前の駆け込み需要の反動減があった

ものの、チェーンストア業の㈱東急ストアにおいて既存店売上が好調に推移したことや、広告業の㈱東急エー

ジェンシーにおけるセールスプロモーションの受注増加があったことなどにより、営業収益は1,557億９千７百

万円（同1.0％増）、営業利益は36億２千７百万円（同8.2％増）となりました。 

④  ホテル・リゾート事業 

ホテル・リゾート事業では、ホテル業の㈱東急ホテルズにおいて、高稼働を維持したことに加え、販売単価

も増加したことなどにより、営業収益は250億１百万円（同7.8％増）、営業利益は14億４千７百万円（同

57.6％増）となりました。 

（２）財政状態に関する説明 

（資産） 

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、二子玉川ライズ２期の開業に伴う有形固定資産の増加などに

より、２兆214億３千２百万円（前期末比189億円増）となりました。 

（負債） 

負債は、設備投資に関わる未払金が減少したものの、有利子負債（※）が、9,522億４千６百万円（同407億９

千９百万円増）となったことなどにより、１兆4,309億４百万円（同79億６千８百万円増）となりました。 

（純資産） 

純資産は、自己株式の取得などがあったものの、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上などにより、5,905

億２千８百万円（同109億３千１百万円増）となりました。 

※ 有利子負債：借入金、社債、コマーシャル・ペーパーの合計 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

第２四半期連結累計期間及び通期の連結業績予想につきましては、前回発表時（平成27年５月13日公表）の予

想を変更しておりません。  

※本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 
（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基

準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業

分離等会計基準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社

に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計

年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される

企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期

連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の

変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるた

め、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替

えを行っております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項

（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会

計期間の期首時点から将来にわたって適用しております。 

なお、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益、税金等調整前四半期純利益及び当第１四半期連結

会計期間末の資本剰余金に与える影響は軽微であります。 
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

  

 

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 41,328 32,043 

    受取手形及び売掛金 123,676 120,718 

    商品及び製品 15,656 16,724 

    分譲土地建物 45,323 44,039 

    仕掛品 4,439 7,600 

    原材料及び貯蔵品 5,476 5,599 

    繰延税金資産 8,579 5,781 

    その他 31,515 29,778 

    貸倒引当金 △798 △815 

    流動資産合計 275,197 261,470 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物（純額） 695,470 713,386 

      機械装置及び運搬具（純額） 54,748 54,147 

      土地 615,756 635,374 

      建設仮勘定 110,972 101,770 

      その他（純額） 20,162 20,332 

      有形固定資産合計 1,497,111 1,525,010 

    無形固定資産 26,295 26,646 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 133,610 137,866 

      退職給付に係る資産 5,944 5,960 

      繰延税金資産 5,780 6,042 

      その他 59,250 59,021 

      貸倒引当金 △657 △586 

      投資その他の資産合計 203,928 208,304 

    固定資産合計 1,727,334 1,759,961 

  資産合計 2,002,532 2,021,432 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 102,364 92,445 

    短期借入金 229,626 318,849 

    1年内償還予定の社債 24,000 24,000 

    未払法人税等 5,357 3,788 

    引当金 11,795 8,420 

    前受金 30,598 31,902 

    その他 119,496 100,423 

    流動負債合計 523,238 579,830 

  固定負債     

    社債 206,228 216,228 

    長期借入金 451,592 393,168 

    引当金 2,915 2,860 

    退職給付に係る負債 35,133 35,249 

    長期預り保証金 112,974 113,743 

    繰延税金負債 26,489 25,361 

    再評価に係る繰延税金負債 9,404 9,404 

    その他 29,858 30,585 

    固定負債合計 874,596 826,600 

  特別法上の準備金     

    特定都市鉄道整備準備金 25,100 24,472 

  負債合計 1,422,935 1,430,904 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 121,724 121,724 

    資本剰余金 131,386 131,387 

    利益剰余金 280,685 292,607 

    自己株式 △3,171 △8,097 

    株主資本合計 530,625 537,621 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 14,470 17,001 

    繰延ヘッジ損益 107 103 

    土地再評価差額金 9,442 9,276 

    為替換算調整勘定 9,067 8,364 

    退職給付に係る調整累計額 △12,380 △11,548 

    その他の包括利益累計額合計 20,706 23,196 

  非支配株主持分 28,264 29,710 

  純資産合計 579,596 590,528 

負債純資産合計 2,002,532 2,021,432 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

（四半期連結損益計算書） 

（第１四半期連結累計期間） 

 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

営業収益 259,158 256,621 

営業費     

  運輸業等営業費及び売上原価 190,796 188,636 

  販売費及び一般管理費 47,613 47,596 

  営業費合計 238,410 236,233 

営業利益 20,747 20,388 

営業外収益     

  受取利息 52 62 

  受取配当金 610 389 

  持分法による投資利益 949 1,271 

  保険配当金 695 700 

  その他 342 551 

  営業外収益合計 2,650 2,975 

営業外費用     

  支払利息 3,062 2,785 

  その他 948 947 

  営業外費用合計 4,010 3,733 

経常利益 19,387 19,631 

特別利益     

  工事負担金等受入額 125 164 

  特定都市鉄道整備準備金取崩額 473 627 

  事業譲渡益 － 605 

  その他 416 388 

  特別利益合計 1,014 1,786 

特別損失     

  工事負担金等圧縮額 95 149 

  特定都市鉄道整備準備金繰入額 660 － 

  固定資産除却損 373 259 

  その他 319 199 

  特別損失合計 1,449 608 

税金等調整前四半期純利益 18,952 20,808 

法人税等 6,484 4,005 

四半期純利益 12,468 16,803 

非支配株主に帰属する四半期純利益 186 128 

親会社株主に帰属する四半期純利益 12,281 16,674 
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（四半期連結包括利益計算書） 

（第１四半期連結累計期間） 

 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

四半期純利益 12,468 16,803 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 1,171 2,497 

  繰延ヘッジ損益 0 0 

  為替換算調整勘定 △808 △598 

  退職給付に係る調整額 △162 803 

  持分法適用会社に対する持分相当額 526 1 

  その他の包括利益合計 726 2,702 

四半期包括利益 13,194 19,506 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 13,302 19,397 

  非支配株主に係る四半期包括利益 △107 108 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

当社は、平成27年５月13日開催の取締役会決議に基づき、当第１四半期連結累計期間において自己株式6,046千

株の取得を行っております。当該自己株式の取得などにより、自己株式が4,926百万円増加し、当第１四半期連結

会計期間末における自己株式は8,097百万円となっております。 

（セグメント情報等） 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間（自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日） 

「Ⅱ 当第１四半期連結累計期間 ２．報告セグメントの変更等に関する事項」に記載のとおりでありま

す。 

  
Ⅱ  当第１四半期連結累計期間（自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30日） 

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１．セグメント利益の調整額△７百万円は、セグメント間取引消去額であります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

    （単位：百万円）

  

報告セグメント 

計 
調整額 
(注)１ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)２ 

交通 
事業 

不動産 
事業 

生活 
サービス 
事業 

ホテル・ 
リゾート 
事業 

営業収益     

外部顧客への営業収益 48,454 30,673 152,621 24,872 256,621 － 256,621 

セグメント間の内部営業収益 
又は振替高 

451 9,485 3,176 128 13,242 △13,242 － 

    計 48,906 40,159 155,797 25,001 269,864 △13,242 256,621 

セグメント利益 9,648 5,671 3,627 1,447 20,395 △7 20,388 
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２．報告セグメントの変更等に関する事項 

当第１四半期連結会計期間より報告セグメントを、従来の「交通事業」、「不動産事業」、「生活サー

ビス事業」、「ホテル・リゾート事業」及び「ビジネスサポート事業」の５区分から、「交通事業」、

「不動産事業」、「生活サービス事業」及び「ホテル・リゾート事業」の４区分に変更しております。  

この変更は、当連結会計年度を初年度とする中期３か年経営計画において、本中期経営計画の重点施策

である、『グループ会社の経営資源を生かした新たな取り組み』を踏まえ、従来「不動産事業」に区分し

ていたショッピングセンター業及び「ビジネスサポート事業」に区分していた広告業を「生活サービス事

業」に移管したうえで、「ビジネスサポート事業」に区分していた各事業をサービスサポート先の事業セ

グメントに移管するなど、事業区分の再編を行ったことによるものであります。  

この結果、各報告セグメントの主要な事業内容は以下のとおりとなりました。 

交通事業…………………………  鉄軌道業、バス業 

不動産事業………………………  販売業、賃貸業、管理業、商社業 

生活サービス事業………………  百貨店業、チェーンストア業、ショッピングセンター業、 

ケーブルテレビ事業、広告業 

ホテル・リゾート事業…………  ホテル業、ゴルフ業 

なお、当該セグメント変更を反映した前第１四半期連結累計期間の報告セグメントごとの営業収益及び

利益又は損失の金額に関する情報は以下のとおりであります。 

（注）１．セグメント利益の調整額８百万円は、セグメント間取引消去額であります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

    （単位：百万円）

  

報告セグメント 

計 
調整額 
(注)１ 

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)２ 

交通 
事業 

不動産 
事業 

生活 
サービス 
事業 

ホテル・ 
リゾート 
事業 

営業収益     

外部顧客への営業収益 47,469 36,807 151,777 23,104 259,158 － 259,158 

セグメント間の内部営業収益 
又は振替高 

240 9,372 2,450 95 12,159 △12,159 － 

    計 47,709 46,179 154,227 23,200 271,317 △12,159 259,158 

セグメント利益 7,628 8,838 3,353 918 20,739 8 20,747 
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